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革新的イノベーションへの取り組み 

 

公益財団法人地球環境産業技術研究機構 

常務理事  河上 豊 

 

 

ＲＩＴＥで常務理事をしております河上でございます。 

ＲＩＴＥは昨年、設立３０年を迎え、今年は次の１０年の歩みを進める最初の年となります。 

メンバー一同、気持ちも新たにより一層の努力、研鑽に励み、成果を上げ、公益財団法人として、社会に貢献する所

存、引き続き、皆さまからのご指導、ご支援、ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

ＲＩＴＥは地球温暖化問題を中心とした地球環境問題を解決するための技術開発に取り組む研究機構ですが、世界的

なコロナ禍の中、世の中の地球温暖化問題への関心も陰っていた感がありましたが、本来、長期的な課題である地球

温暖化問題の重要性が変わるものではなく、最重要課題として昨年１０月の菅首相の所信表明において、２０５０年に

カーボンニュートラルを目指すことが宣言され、それまでの２０５０年８０％削減から取組みが加速化されることとなり

ました。 

地球温暖化問題の難しさは大幅な温室効果ガス削減に伴うコスト負担であり、ＳＤＧｓにおける地球温暖化問題以外

の目標とのトレードオフの関係やエネルギー政策においてベースとなるＳ＋３Ｅ（安全を最優先に環境、経済、エネルギ

ーセキュリティーの同時達成）を考えると、その解決には革新的イノベーションが必須となります。また、あらゆる分野

での革新的イノベーションを総動員して挑まなければ、達成は不可能な難題であります。 

このような中、私ども RITE の重要性はますます増していることを一同認識し、身の引き締まる思いで日々、尽力し

ております。 

ＲＩＴＥにおいてはＣＣＳやバイオリファイナリーといった既存の研究については既に、実証段階から社会実装の段階

に至っており、加速化を図っています。既存技術は着実に進めていく一方、あらゆる分野での取り組みが必要と申し上

げた通り、新たな取り組みにも挑んでおります。新たな取り組みの一例を紹介します。 

システム研究グループではエネルギー供給サイドの検討が中心でしたが、ＡＩやＩＴ技術の進展を受け、需要サイドでの

エネルギー使用量の大幅削減の可能性を織り込んだシミュレーションを進めております。 

化学研究グループでは将来のＣＯ２大幅削減において有効な技術となる可能性のある直接、大気中からＣＯ２を回収

するＤＡＣの技術開発に着手しております。 

ＣＯ２貯留研究グループでは国内での貯留に留まらず、海外への技術展開を進めております。 

バイオ研究グループでは地球温暖化問題と廃プラスチック問題の両方に寄与する技術としてバイオプロセスによる

生分解性プラスチックの開発に着手しております。 

無機膜研究センターでは水素関連の技術開発を中心としていましたが、無機膜を用いたＣＣＵによる燃料製造技術

の開発に着手しております。 

これからもＲＩＴＥは我々の持つ技術シーズや知見、ノウハウをフル活用して、多岐にわたる分野での革新的イノベー

ションを完遂し、バランスのとれたリスク対応が可能となるよう、研究成果を上げて参る所存です。 

今後のＲＩＴＥの研究成果に注目頂きたいと思います。 



















研究活動概説 ● 企画調査グループ  RITE Today 2021 

 

12 

企画調査グループ 

グループメンバー（2020 年 12 月末） 

グループリーダー・主席研究員  柳生 勇 

サブリーダー・主席研究員  野村 眞 

サブリーダー   川口 圭史 

主席研究員   東井 隆行 

副主席研究員   出口 哲也 

副主席研究員   青木 好範 

副主席研究員   内村 泰三 

副主席研究員   清水 淳一 

研究管理チームリーダー  箕浦 靖明

調査役    金星 春夫 

主幹・研究員   木原 大輔 

主幹    倉中 聡 

主任    眞継 由佳 

研究員    小林 由美 

研究員    安本 夏子 

    辰巳 奈美 

    久保 道代 

    永田 瑞生 

カーボンニュートラルの実現に向けた取り組み 

企画調査グループは、１)国内外の政策や技術動向を

把握しつつ、RITE が持つ研究ポテンシャルを活かした

新規技術開発課題の探索と提案・実施、2)IPCC（気候

変動に関する政府間パネル）に関する政府支援や ISO

（国際標準機関）等国際機関との連携、3)RITE 技術の

普及啓発や将来世代の人材育成、4)産業連携による技

術の実用化といった役割を持ち、研究グループ及びセン

ターとともに、地球環境と経済の両立を目指した政策支

援や技術開発、イノベーション創出について積極的に取

組を進めている 1）。 

2020 年は、我が国として、2050 年にカーボンニュ

ートラルを目指すことが宣言されるなど、温暖化対策に

関する大きな動きがあったことから、先ずは、それにつ

いて概観する。 

 

1. 我が国におけるカーボンニュートラルの動き 

2020 年、温暖化対策に関する国際枠組みである「パ

リ協定」が、本格運用開始された。そのため、我が国は、

「今世紀後半のできるだけ早期」のカーボンニュートラル

に向け、2050 年「ビヨンドゼロ」技術の確立を目指し、

長期戦略に掲げた目標に向けて社会実装を目指してい

くため、2020年1月、「革新的環境イノベーション戦略」

2）を策定している。また、「ムーンショット型研究開発事業

／2050 年までに、地球環境再生に向けた持続可能な

資源循環を実現」3）が開始され、RITE も採択されてい

る。 

2020 年 10 月、第 203 回臨時国会において、菅総

理が「2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実

現を目指す」ことを宣言 4）したことから、カーボンニュー

トラルに向けた動きが加速された。梶山経済産業大臣は、

それを受け、「カーボンニュートラルへの挑戦は、日本の

新たな成長戦略であり、あらゆるリソースを最大限投入

し、経済と環境の好循環を生み出していく」と言及した。 

温暖化への対応を、経済成長の制約やコストとする時

代から発想を転換し、積極的に対策を行うことが、産業

構造や社会構造の変革をもたらしながら、次なる成長に

つなげていくことを目指して、「経済と環境の好循環」を

作っていく産業政策として、2020年12月、「2050年

カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」5）が策定

された。 

同成長戦略において、2050 年カーボンニュートラル

に向けては、温室効果ガス排出の 8 割以上を占めるエネ

ルギー分野の取組が特に重要となるため、エネルギー政

策及びエネルギー需給の絵姿について議論を深めてい

くに当たっての参考値として示されている(図１)。 

また、2050 年カーボンニュートラルを実現する上で

不可欠な重点分野である 14 分野（図２）において、①年

限を明確化した目標、②研究開発・実証、③規制改革・標

準化などの制度整備、④国際連携、などが盛り込まれた

「実行計画」が策定されている（図３）。今後、グリーン成
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長戦略の改定に向けて、これらの分野における実行計画

の着実な実施、目標や対策の更なる深堀についても検

討を深めていくことになっている。

 

図 1 カーボンニュートラルへの転換イメージ 

 

 

図 2 重要産業の整理図 
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出典）「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（令和 2 年 12 月） 

図 3 分野毎の「実行計画」の工程表の例 

 

2. 調査研究活動 

CCS は、IEA の World Energy Outlook 20196）

において、2050 年までの世界の累積 CO2 削減量の

９％をCCUSが担うことになっているなど、大いに期待

されている（図４）。 

 

図 4 CCUS による CO2 削減 

（IEA 持続成長可能シナリオ） 

 

経済産業省から、地球温暖化・資源循環対策等に資す

る調査委託費として、「我が国のCCS導入のあり方に係

る調査事業」7）を受託して実施したことから、結果概要に

ついて取りまとめる。 

 

2.１． 世界各国の CCS 大規模商用プロジェクト 

GCCSI（Global CCS Institute）8）が整理する各

国で建設中及び運用中の大規模商用プロジェクトにつ

いて、2020 年 6 月時点において、運用中が 21 件、建

設中が 4 件となっている（図５）。なお、大規模とは、凡そ

年間 40 万トン程度以上の CO2を回収・貯留すると定義

されている（※GCCSI では現在のこの基準を見直し、

「商用運転」か否かで分類している）。 

これら大規模のプロジェクトの多くは、回収した CO2

を EOR（石油増進回収）に利用している。また、CO2 排
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出源は、CO2 回収が生産プロセスの一部となっている

天然ガス精製あるいは肥料、水素製造等が多くを占めて

いる。これらの運用中のプロジェクトにより、年間約

3700 万トンの CO2 が恒久的に地下に貯留されたこと

になる。さらに、建設中のプロジェクトも加味すると、年

間約 4,000 万トンの貯留量が見込まれる。

 

図 5 世界の大規模 CCS プロジェクトの状況 

 

2.２． 課題の整理および今後の対応 

世界で運用中の大規模 CCS プロジェクト（21 件）に

おいて、プロジェクトの実施主体は、中国およびサウジア

ラビアが国有企業であることを除けば、全て民間事業者

である。これらの CCS プロジェクトが成立している要件

は幾つかあるが、次のように纏められる。まず、既存工

程で CO2 を分離・回収している場合には、CCS を行う

にあたり必要となる追加コストは、輸送、圧入に係る工

程への投資のみであり、比較的低コストで実施可能であ

る。EOR が可能な場合は、EOR による収益および天然
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ガス生産による収益が確保できること、あるいは、補助

金、税額控除などのインセンティブ施策が十分である場

合も CCS プロジェクトは経済的に成立する。つまり、低

コストで実施可能であるケース、および EOR のような

収益が得られるケースについては、最初は着手しやすい

事例（Low-hanging fruits）からスタートしていると

言える。 

また、海外で構築されている CCS 導入のための制度

の枠組みは、民間事業者が実施することを前提として、

各種施策（補助金、税制優遇、債務保証、差額決済契約

等）と共に、圧入後の長期的責任についての制度整備や

政府移管など、ビジネスモデルを構築するための環境整

備を行っている。 

なお、CO2 の大量輸送については、パイプライン輸送

と船輸送が考えられるが、船輸送については、液化設備

の最適化などの技術開発要素が残っている。さらに、将

来大規模化によるコスト低減が期待できることから、早

い時期での検証が望ましい。 

また、将来の CO2圧入量 1 億トン／年のためには、大

規模貯留地の確保が必要であり、現在、日本 CCS 調査

㈱による適地調査事業が行われている。これまでの調査

の結果から、3D 探査実施エリアで約 70 億トン、2D 探

査実施エリアで約 460 億トン（精査 30 億トン、概査

430 億トン）と評価され、圧入性能等の不確実性は残る

ものの、日本における CCS 候補地点の貯留可能量は、

十分あると評価されている。ただし、貯留適地選定のた

めには調査井掘削による圧入性能等の貯留層評価、さ

らに、排出源も含めた CCS 全体の経済性評価、安全性

評価が必須となってくる。 

CCS を推進していくには、最初は着手しやすい事例

から始め、コスト低減を達成しつつ、CCS 事業化を随時

本格化させていくシナリオは、現時点において、最も合

理的な政策といえる。 

その実現に向け、官民協力して実現性の高いロードマ

ップの策定に早急に着手すると共に、具体的な進め方を

示したアクションプランを作成し、それを官民で共有す

ることが重要である。 

 

３. イノベーション創出のための国際連携 

３.１． IPCC（気候変動に関する政府間パネル） 

IPCC は、人為起源による気候変化、影響、適応及び

緩和方策に関し、科学的、技術的、社会経済学的な見地

から包括的な評価を行うことを目的として、1988 年に

国連環境計画（UNEP）と世界気象機関（WMO）により

設立された。ここでは、地球温暖化に関する科学的知見

を収集・評価し、温暖化予測（第 1 作業部会）、影響と適

応（第 2 作業部会）、緩和策（第 3 作業部会）からなる報

告書の作成を行っている。 

IPCC では世界の科学者による論文や観測データ等

に基づき、推薦で選ばれた専門家が取りまとめを行って

おり、科学的分析に加え、社会経済への影響、気候変動

を抑制する対策など多角的な検討が行われている。ま

た、この成果は、各国の政策にも科学的根拠を与えるた

め、ここからの報告書は国際交渉にも高い影響力を持つ

と考えられている。 

RITE では、緩和策（第 3 作業部会）の国内支援事務

局を担い、研究開発・調査と政策を結びつける役割を担

っている（図 6）。IPCC では、2018 年から 2019 年に

かけて「1.5 度特別報告書」、「土地関係特別報告書」、

「海洋・雪氷圏特別報告書」をそれぞれ公表し、さらに、

2022 年の完成を目指して「第 6 次評価報告書」の執筆

やレビューに取り組んでいる。RITE はここでも、情報収

集・分析・報告・助言等を通じて支援を行っている。 

 

 

図 6 IPCC 国内連絡会と RITE 
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３.２． ISO（国際標準機関） 

ISO は、各国の 165 標準化団体で構成される組織で

あり、国家間に共通な標準規格を提供し、世界貿易を促

進している。ISO の標準を使用することで、安全・信頼

性が高く、質の高い製品・サービスの提供が可能である。 

二酸化炭素回収・貯留（CCS）は、CO2 の大気中への

排出量削減効果が大きいこと等から、地球温暖化対策

の重要な選択肢の一つであり、すでに諸外国では、多く

の実証試験、商業規模での CCS 事業も実施され、国際

連携が進められるとともに、標準に関する枠組みが求め

られている。CCSの国際標準化によって、安全と環境面

で、国際的に合意された知見に沿っていることが保証さ

れるため、安全で適切な CCS の普及に貢献することが

可能である。 

RITE は、ISO/TC265（CO2 の回収、輸送、貯留）の

国内審議団体であるとともに WG1（回収）の事務局を

担当しており、CCS 分野における設計、建設、操業、環

境計画とマネジメント、リスクマネジメント、定量化、モニ

タリングと検証の国際標準化に関し積極的に活動してい

る（図 7）。 

2020 年 12 月時点で、ISO/TC265 から CCS 分

野に係る規格類は 9 件出版されており、また 6 件を開

発中である。開発中規格のうち、回収分野および貯留分

野の計 2 件は日本主導で開発を進めている。 

 

図 7 ISO/TC265 の各ワーキングと国内支援体制と

RITE 

 

 

４. 人材育成と知財戦略、産学連携の推進 

４.１. 人材育成 

＜小中高校生＞地球温暖化問題に関する次世代への教

育が重要であり、RITE では、i）小中高生を対象に研究

所施設を用いた校外学習の受け入れ、ii）職員等が教材・

機材とともに学校を訪問する出前授業要請への対応を

進めている。授業では RITE が取り組む研究の中から

CCS 技術を取り上げ、地球温暖化メカニズムを知識と

して説明し、主要温暖化ガスである CO2を地中に貯留し

ても粘土層（遮蔽層）によって漏洩の可能性が低いこと、

さらに考察と意見交換を通じて理解を深めるといった

学習サイクルに基づく活動を実施している（図８）。 

ただ 2020 年は新型コロナウィルスの影響で１，2 月

の 37 人に留まった（2019 年は 397 人）が、今後状況

が改善され次第、授業やワークショップを再開すること

にしたい。 

 

図 8 RITE における人材育成（小中高生） 

 

＜大学・大学院生＞次代の研究や技術を支える人材育

成の一環として大学・大学院との教育連携を進め、

RITE 研究者の教授等への兼務を行うとともに、大学院

生を中心とした若手人材の研究現場への受け入れを行

い、大学における教育と研究所における研究指導を展

開している（図９）。例えば、奈良先端科学技術大学院大

学バイオサイエンス領域の大学連携研究室を RITE に設

置し、単なる技術開発だけでなく、グローバルな生産・消

費システムの理解の上に、植物を原料とし、バイオマスを
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有効に利用した再生可能資源による循環型および低炭

素社会実現を目指した研究と教育を進めている。 

 

 

図 9 RITE における人材育成（大学・大学院生） 

 

４.２． 知財と産学連携 

RITE は、研究開発、調査研究等で得られた成果につ

いて、特許、ノウハウ等の知的財産権を戦略的かつ効率

的に取得・管理し、さらに積極的な活用を行うことによ

り、地球環境の保全に資する産業技術の進歩向上を図

ることとしている。 

2020 年末時点で、RITE が保有する特許は、国内権

利 106 件（うち企業にライセンス中 11 件）、外国権利

49 件（同、13 件）である。 

発明の認定、国内および外国への特許出願、審査請求、

特許権維持等といった組織的知財経営を推進するため、

RITE では「特許等審議委員会」を設置し、知財専門家を

配した広報・産業連携チームによる運営を行なっている

（図 10）。 

学術研究全般の発展のため、早い段階での論文等発

表により、世界の公共財産としての知識を高めることに

加え、研究者の発明を特許により権利化し、チャレンジ

意欲ある企業等に実施権を与えて産業化を加速するな

ど研究機関として公益と産業化によるイノベーションに

ついて、バランスを取りながら研究開発推進が可能とな

る。 

さらに知財化は、企業等との連携機会を産み、適切な

情報管理と契約に基づき、さらなる知財を生み出すとい

う好循環を期待することができる。また、国際標準（本章

3.2 など）との連携など、標準を支えるために関連技術

を利用可能とするための知財化という側面も期待され

ている。RITE では、こういった知財の持つ多様な機能

に着目し、市場や他の研究開発動向なども踏まえつつ、

戦略的に知財化を推進している。 

 

 

図１０ 知財戦略と産学連携の推進 

 

５. おわりに 

2020 年は、我が国において、「2050 年カーボンニ

ュートラル」が宣言されたが、RITE が、「地球環境と経

済の両立」を使命として設立されてから、30周年となる

節目の年である。 

2050 年にカーボンニュートラルを目指すためには、

「革新的環境イノベーション戦略」で示された革新的技術

を確立することが必要になり、RITE が長年技術開発を

実施してきた CO2 の分離回収技術の開発・実証が不可

欠であることから、RITEへの期待が、益々大きくなって

いると感じている。しかし、2050 年カーボンニュートラ

ルを実現するのは、並大抵の努力では不可能であり、

RITE としても、社会実装を見据えて積極的に推進して

いくことが求められている。 

企画調査グループとして、国内外の政策や技術動向の

情報収集に積極的に努めていくとともに、研究グループ

及びセンターとともに、2050 年に社会実装を目指し、

技術開発を積極的に推進していく。そして、社会実装が

進展していけば、RITE の使命である「地球環境と経済

の両立」の達成に貢献していくことができると考えてい

る。 
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システム研究グループ 

グループメンバー（2020年 12月末） 

グループリーダー・主席研究員   秋元 圭吾 

主席研究員    友田 利正 

副主席研究員    山田 航也 

主任研究員    和田 謙一 

主任研究員    長島 美由紀 

主任研究員    本間 隆嗣 

主任研究員    佐野 史典 

主任研究員    小田 潤一郎 

主任研究員    山川 浩延 

主任研究員    金星 春夫 (企画調査ｸﾞﾙｰﾌﾟ兼務) 

主任研究員    林   礼美 

主任研究員    伏見 温子 

研究員     中野 優子 

研究員     大西 尚子 

研究員     桝田 仁次 

研究助手     山本 清美 

研究助手     斎藤 美三子 

研究助手     北村 喜代美 

研究助手     工藤 幸子 

システム研究グループの研究活動報告 

システム研究グループは、システム的な思考、システム

的な分析を通して、地球温暖化やエネルギー対応に関す

る有用なる情報提供を国内外に行っている。本稿では、

脱炭素化に向けた対応戦略について、システム的な分析

等の研究成果を紹介する。 

 

１. カーボンニュートラル実現に向けた CCUの役割 

本号RITE TodayのビヨンドEXPO記事において、

カーボンニュートラル実現の対策の方向性について記載

するとともに、負排出を実現する、大気中 CO2 直接回

収・貯留（DACCS）の役割について紹介した。ここでは、

カーボンニュートラル実現における CO2 回収・利用

（CCU）の役割について、世界エネルギー・温暖化対策評

価モデル DNE21+による分析を含め紹介する。 

１.1. CCUの概要と留意点 

CCU には、石油増進回収（CO2 を地中に圧入し石油

を増進回収する）などCO2地中貯留の１つとしてのCO2

利用の他、燃料利用、化学品利用、鉱物化の促進などが

ある。なお、CO2 は、エネルギー準位が低く安定的であ

る。エネルギーや化学品利用する場合には、水素等の合

成によってエネルギーを追加する必要がある。一方、セ

メントにおける鉱物化の促進などにおいては、その反応

において水素等のエネルギー投入は不要である。 

例えば、燃料利用の場合は、その効果について注意が

必要である。合成に用いた CO2 は燃焼時に再び放出さ

れるため、CO2 の回収には排出削減効果はない。CO2

はあくまで水素の利便性を高めるため、水素輸送を媒介

する役目となる。あくまでカーボンフリー水素エネルギ

ーによる、化石エネルギーの代替効果によって、CO2 が

削減されることとなる。ただ、その代替効果の CO2排出

削減効果は、合成に利用された CO2量と同値となる。 

また、合成燃料に用いる CO2は、どこから回収された

CO2 であっても原理的には差異がなく、化石燃料燃焼

に伴って排出される CO2 を回収して利用しても差異は

ない。ただし、化石燃料燃焼 CO2 回収の場合は、別途、

化石燃料燃焼は行われるため、グロスでの排出ゼロは実

現できない。そして、ネットでゼロ排出を実現するには、

その化石燃料燃焼による CO2 排出をキャンセルするた

めに、別途、負排出技術（NETs）が世界のどこかで行わ

れる必要がある。よって、合成燃料用の CO2は DACも

しくはバイオエネルギーからのCO2排出回収に限定する

必要があるとの指摘もある。しかし、原理的に差異がな

いので、全体システムにおける経済合理性の中で評価す

る必要がある。CCU の評価は難しく、過大、過小の両方

の評価が見受けられ、実態を踏まえつつ、全体システム

での、より良い評価を試みることが重要である。 
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１.2. 世界モデルによる合成燃料(CCU の代表例）の役

割の評価 

 世界エネルギーシステム・温暖化対策評価モデル

DNE21+による世界全体のカーボンニュートラルの対

策の分析例について示す。DNE21+は 500 程度の技

術を具体的に考慮しており、世界を 54 地域に分割し、

2100 年までの期間を分析できる。ここでは、特にシス

テム的な分析が重要と考えられる合成燃料について分

析結果を紹介する。合成メタン、合成石油の詳細な評価

は、それぞれ参考文献 1)、2)を参照されたい。参考文献

1)では、各国間の排出削減目標の限界削減費用に差異

が大きい場合、限界削減費用が相対的に小さい国でメ

タネーション製造を行い、相対的に高い国に合成メタン

を輸出して利用することが経済合理的な対応となるた

め、特に合成メタンの経済性が大きくなりやすいことを

示している。ここでは、世界の限界削減費用が均等化す

る、合成燃料にはやや保守的な結果となりやすいシナリ

オについて分析した結果のみを示す。 

表１はモデル分析の想定シナリオである。 

図 1に合成燃料のエネルギー源となる水素の製造、利

用について示す。太陽光発電のコスト低減が標準的な場

合（2DS_1 シナリオ）、石炭・褐炭＋CCS からの水素製

造（ブルー水素）が、コスト低位の場合（2DS_1 以外のシ

ナリオ）は、太陽光からの水素製造（グリーン水素）が主

たる製造方法となっている。利用については、発電、鉄

鋼部門における水素直接還元製鉄、運輸部門での利用

など、水素の直接的な利用も多く見られるが、合成メタ

ン、合成石油といった回収 CO2 を用いた合成燃料利用

も経済合理的な対策と評価される。図２には、世界の合

成燃料の CO2 利用量を示す。この量は、合成燃料（カー

ボンフリー水素）利用による、化石燃料代替による CO2

削減効果とも合致する。なお、合成燃料用に利用される

CO2は、DAC を想定した 1.5℃シナリオでも、DAC や

バイオマス燃焼からの CO2 回収に限定されず、化石燃

料燃焼の回収 CO2が主に利用される結果となっている。 

 

 

 

表１ モデル分析のシナリオ 

 
注）①太陽光発電コストについては、標準シナリオで 2050 年に 60$/MWh 以下が太

陽光発電の世界全体のポテンシャルの 6%程度、60～80$/MWhが 24%程度。コスト

低減シナリオでは、30$/MWh 以下が全ポテンシャルの 15%程度、30～40$/MWh

が 14%程度のコスト分布を想定。②完全自動運転車実現シナリオでは、完全自動運転車

が 2030 年以降実現すると想定し、それによって、ライドシェア、カーシェアリングが進展

すると想定。③DACの必要エネルギーは 2050年時点で 4.7 GJ/tCO2を想定 

 

 

図１ 世界の水素の需給バランス 

 

 

図２ 世界の合成燃料 CCU利用 

 

合成メタンの利用は、都市ガスでの利用によって、既

存インフラおよびガス機器を活用しつつ、カーボンニュ

ートラル実現に寄与することとなる。また、合成石油に

ついても、道路交通部門において既存インフラやハイブ

リッド車等を含む既存技術を活用しつつ、カーボンニュ

ートラル実現を可能とする。また、航空、海運、産業など

で、電気や水素への代替が難しい対策にも有効となる。

シナリオ名 世界排出シナリオ 【供給側】再エ
ネコスト（太陽
光発電コスト）

【需要側】シェアモビ
リティ進展（完全自動
運転車実現）

【負排出技術】大気
CO2直接回収技術
（DAC）

2DS_1 ２℃未満（>50%）：
IEA ETP2017の
[2DS]相当

標準 想定せず 想定せず

2DS_2 低コスト（中東・
北    中心
に）

2DS_3 シェアモビリティ進展
（完全自動運転車実
現）

B2DS_2 ２℃未満（>66%）：
IEA ETP2017の
[B2DS]相当

低コスト（中東・
北    中心
に）

想定せず 想定せず

B2DS_3 シェアモビリティ進展
（完全自動運転車実
現）

B1.5D_3_DAC 2100年1.5℃未満
（>66%）：気温の
オーバーシュート有

低コスト（中東・
北    中心
に）

シェアモビリティ進展
（完全自動運転車実
現）

DAC実現（コスト低
位）【DAC想定無し
の場合、1.5℃は実
行可能解無】
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CCU としての合成燃料は、水素供給と一体的に評価す

る必要があり、評価が容易ではないが、これらのシステ

ム分析からも、カーボンニュートラル実現の重要な１ピー

スとなり得ることがわかる。 

 

2. 世界エネルギー経済モデルを用いた国境炭素調整の

導入による影響分析 

2.1. 国境炭素調整に関する背景 

2050 年までにネットゼロ・エミッションを達成すると

いう目標が世界各国で掲げられている。ある国・地域の

温室効果ガスの削減費用負担が他の国・地域よりも大き

くなると、当該国・地域のエネルギー多消費産業の国際

競争力に影響を与えるとともに、CO2 排出量が他の国・

地域にリーケージ（国内製品の海外製品による代替およ

び生産拠点の海外移転）する可能性がある。これに対処

するためのオプションの一つとして国境炭素調整 

(BCA: Border Carbon Adjustment）が議論され

ている。一般的に BCAは排出削減努力が不十分である

国からの輸入品に対して国内産品と同等の負担を課す

国境措置である。 

2019 年 12 月に欧州委員長のフォン・デア・ライエン

氏は 2050 年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロと

する目標を含む「The European Green Deal」3)を

発表した。その中で BCA に関するロードマップを示し、

2020 年 7 月の欧州首脳会議で 2021 年前半に制度

設計を終了し、2023年の初頭までに導入するというこ

とが同意された。一方、BCA は世界貿易機関（WTO）ル

ールとの整合性や各財の炭素含有量の推計および税率

の調整などの課題がある。 

 

2.2. 分析の方法 

そこで、本研究では RITE で従来から開発してきた世

界エネルギー経済モデル DEARS4)を用いて BCAの影

響について分析を行った。DEARS は世界全体の消費

効用最大化を目的関数としたトップダウン型経済モジュ

ール（一般均衡型）と簡略化されたボトムアップ型エネル

ギーシステムモジュールの統合モデルである。経済モジ

ュールでは、非エネルギー16 産業を想定し、国際産業連

関表 GTAP に基づく産業連関構造を明示してモデル化

している。貿易に関しては、輸入財と国内財の代替性を

考慮したアーミントン構造を定式化している。 

本研究では鉄鋼製品を事例に取り上げ、国境調整とし

て2種類の関税方法を想定し、複数ケースのもとで経済

影響および CO2排出量を示す。 

① BCA関税 

一般的に BCA 関税は、輸入品に対して、その生産国

の当該製品に体化されたCO2重量の平均値に応じて税

率が決定される。この場合、同一製品内の異質性は考慮

されていない。 

② CSTR （Cooperative Sectoral Tariff Reduction）

関税 

CSTR 関税とは、より CO2 の排出低減を促すため、

同一製品内の異質性を考慮して、製品の原単位に基づ

いて税率を決定するものである（参考文献 5 を参照）。

ただし、各国内の鉄鋼生産のエネルギー原単位の分布を

推計することは相当な困難が伴うため、本分析では仮想

的に以下の通り想定した。鉄鋼製品を、エネルギー原単

位に対応した3種類の仮想的な製品グループ（世界共通）

に分類し、原単位に関して、Good (0.10[GJ/$]), 

Middle (0.80), Poor (1.50)を想定した（以下、

Good, Mid., Poorと記す）。その上で、国・地域毎の平

均原単位に合致するようにそれぞれのグループに属す

る比率を想定した。 

輸入財と国内財については、参考文献 6-7)を参考に、

標準ケースの代替弾力性（δ）を 1.5と想定したCES型

関数を用いて、輸入財と国内財の需要に関する代替性

を想定した。製品グループ間の需要については、代替弾

力性 2.0を想定した。 

本研究の分析ケースを表 2 に示す。本研究では、日米

EU が協調して国内排出削減対策を実施する一方、それ

以外の国については排出削減対策がなされない、と簡

略化した仮想的な想定を行った上で、国境炭素措置やそ

れに対抗した報復措置による影響を分析した。炭素関税

の課税方法については前述の 2 種類を想定し、最も原

単位の優れた製品グループへの減免による影響も検討

した。 
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炭素価格・炭素関税は、EU-ETS の EUA 価格

（2019 年 7 月）を参照し 32$/tCO2 を想定し、税収

は政府消費（一般会計）に用いられると想定した。課税対

象は電気・熱配分後排出量とした。また、国内対策により

上昇した価格が輸出時に相殺される輸出リベートも考慮

した。報復措置はさまざまな方法が考えられるものの、

ここでは報復関税として炭素関税と同率を、同じ鉄鋼製

品に対して課されると想定した。本研究におけるベース

ライン（特段の温暖化政策を考慮しないケース）の社会

経済シナリオは、中位シナリオ SSP2 を想定した（参考

文献 8）参照）。 

表 2 モデル分析のケース 

 

 

ケース名 

国内の削

減対策を

実施地域 

炭素関税

の方法 

[日米 EU

が実施] 

Good 最

優遇 [課

税ゼロ] 

(-G) 

報復関税 

[ そ の他

地域が実

施] 

(-R) 

(1) TRI 日米 EU × × × 

(2) WLD 全地域 × × × 

(3) TRI-BCA 日米 EU BCA × × 

(4) TRI-BCA-R 日米 EU BCA × 〇 

(5) TRI-CSTR 日米 EU CSTR × × 

(6) TRI-CSTR-R 日米 EU CSTR × 〇 

(7) TRI-CSTR-G 日米 EU CSTR 〇 × 

(8) TRI-CSTR-G-R 日米 EU CSTR 〇 〇 

 

2.3. 分析結果 

(1) 国境炭素調整の課税方式による影響 

日米EUが実施するBCA（ケース3及び4）とCSTR

（ケース 5～8）は、ケース（1）比でそれぞれ鉄鋼・生産額

計がプラスに転じていることから、いずれの課税方式も

日米 EU の国際競争力低下を軽減する（図 3）。また、炭

素リーケージに関し、BCA及びCSTRを導入した場合、

ケース（1）比でみると、それぞれ炭素リーケージを縮小

する効果がみられる（図 4）。 

 

 

 

 

 

 

図 3 国境調整による鉄鋼・生産量への影響（2020年） 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 炭素リーケージ率（2020年） 

注：日米 EUのベースライン比 CO2削減量（鉄鋼製品）に対

する、その他地域の CO2増加量 

 

BCA、CSTR ともに原単位の優れた製品（Good）へ

の生産シフトを促すと推計されるが、課税方式による違

いの影響は大きくない。そして、世界全体の CO2削減効

果に関しても、図 4 の例えばケース（3）とケース（5）の

比較から課税方式の違いによる差異も大きくない。むし

ろ Good 製品への減免措置は、Good への生産シフト

に対する効果は大きいが、世界全体の排出削減効果は

劣る。 

 

(2) 報復による影響 

日米EUの国境調整措置に対抗して、その他地域で実

施される報復ケースでは、報復無しのケースと比べその

他地域における日米 EU からの輸入価格が相対的に悪

化するため、日米 EU からその他地域へ生産がシフトす

る（図 5）。また、報復関税により日米 EU の国際競争力

は低下し、リーケージは悪化する（図 4）。ただし、世界全

体の排出量への影響も非常に小さいと推計された。 

 

 

 

 

 

 

図 5 報復関税による鉄鋼・生産量への影響（2020年） 

 

(3) 国際協調による影響 

世界が排出削減に協調して、その他地域を含めて鉄

鋼製品の国内生産の全てに同率の炭素価格が課される
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と想定したケース(2)では、ケース(1)に比べその他地

域のMid と Poorの生産が減少する一方、日米EUの

生産が増加する（図 6）。 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 国際協調による鉄鋼・生産量への影響（2020年） 

 

(4) 地域別影響の比較 

日米EUが国境調整措置を実施した場合には、中国な

どのその他地域は報復措置を実施するインセンティブが

高い（図 5）。そのような状況下において、日米 EU の各

地域への影響は異なり、報復による悪影響は日本では

相対的に大きく米国では小さい（図 7）。その要因として

以下の 2 つが考えられる。第一に、日本は転炉鋼、電炉

鋼それぞれの原単位は優れているが 9)、転炉鋼・電炉鋼

を区別しない枠組みでは、日本の優位性は適切に反映

されず、炭素価格・関税が課せられた際の鉄鋼製品の価

格の上昇率は「日本（転炉鋼比率が高い）＞EU＞米国

（電炉鋼比率が高い）」の順になると推計されるためであ

る。第二に、鉄鋼製品の輸出入比も国境調整措置・報復

措置による地域別影響の違いの要因となる。2020 年

ベースラインにおける鉄鋼製品の輸入量に対する輸出量

の比率は、日本 5.0、米国 0.9、EU2.0、中国 1.5 と推

計される。日本の輸出量比は非常に大きく、国境措置に

よるメリットが小さいため報復措置による悪影響が大き

いことが示唆される。 

一方、米国では輸入比率が高いので国境措置による

メリットが大きく、報復措置による悪影響も小さい。また、

転炉鋼・電炉鋼を区別しない枠組みのもとでは、電炉比

率が高い米国は原単位が優れて算出される。よって、こ

の枠組みでは米国では報復を想定したとしても国境調

整措置を実施するインセンティブが高い。 

 

 

 

 

 

 

図 7 日米 EU地域別の鉄鋼・生産量の変化（2020年） 

 

(5) 国内財と輸入財の代替弾力性に関する感度分析 

国内財と輸入財の代替弾力性が大きい高位想定（δ

＝2.8）の場合 10)、ケース(1)では、その他地域への移行

が大きくなるために、標準想定（δ＝1.5）よりも炭素リ

ーケージ率は増加する（図 8）。また、国境調整措置によ

るリーケージ縮小の効果はあるが、報復措置によって標

準想定よりもリーケージ率は増加する。 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 代替弾力性による炭素リーケージへの影響（2020年） 

 

2.4. まとめ 

製品平均の原単位に基づく一般的な BCA 関税と各製

品の原単位に基づく CSTR 関税の 2 種類の関税方式

は、国内削減策による国際競争力低下を軽減し、CO2 リ

ーケージを縮小させる効果がみられ、両方式による違い

はほとんどないと推計された。一方、報復措置により日

米EUの国際競争力は低下し、世界全体の排出量への影

響は非常に小さいものの炭素リーケージが悪化すると

推計された。 

この枠組みのもとでは、国境調整を導入するインセンテ

ィブは、国・地域の生産構造や貿易構造によって異なる

ことが示唆された。 

本研究の今後の課題として、鉄鋼製品に関しては転炉

鋼・電炉鋼の区分の拡張や、その他のエネルギー多消費

財や主要な貿易財への拡張を検討することが重要と考

えられる。 
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３. 技術革新・社会変化による低エネルギー需要社会の

研究事業（EDITS）の概要 

RITE は、2020 年度に経済産業省からの委託事業

「技術革新によるエネルギー需要変化に関するモデル比

較国際連携事業」、通称、EDITS（Energy Demand changes 

Induced by Technological and Social innovations） を受託

し、国際的な研究協力の下での研究を開始した。 

3.1. 背景 

我々は、エネルギーを消費したいがためにエネルギー

を使っているわけではない。サービスを享受したいがた

めに、そこに体化されたエネルギーを消費している。そし

て、そのサービスを得るために、特に最終需要に近いと

ころで多くのエネルギーが無駄に使われている（図 9）。 

最終的に必要なサービスのためのエネルギーは、一次

エネルギー消費全体の 5%前後とされている。しかし、

我々の利便性を阻害する「隠れた費用」を含めると、多く

が合理性を有しているため、社会のエネルギー需給がこ

のような形で成り立っていた。ところが、技術進展とと

もに変わりつつある。例えば、人がいないときの照明は

自動消灯も実用化してきたし、エアコンも人のいるとこ

ろを集中的に冷やすことが可能となり、サービスの低下

を抑えつつ省エネにつながった。一方、社会システムとし

てはまだまだ無駄が多い。 

情報通信技術（ICT）の技術進展は、最終エネルギー

需要側の社会イノベーションを誘発するポテンシャルが

あり、①独立した技術から技術間の接続へ、②所有から

利用へ、③シェアリングエコノミー、サーキュラーエコノミ

ーの誘発 につながる可能性がある。 

 

図 9 世界における各エネルギー利用段階でのエネルギー

消費量 （一次エネルギー消費量を 100%としたとき）11) 

 

 

例えば、ICT の進展は、モビリティに大きな影響を及

ぼす可能性がある。Connected; Autonomous; 

Service & Shared; Electric (CASE)と呼ばれる

変化が起こっている。自家用車の稼働率は 4～5%程度

と推計され、多くの時間、自家用車は活用されていない。

しかし完全自動運転車が実現すれば、ライドシェアリング、

カーシェアリングとなっても利便性を大きくは損なわず、

また稼働率の上昇によってより安価な費用で利用可能

となり得る。ライドシェアリングは直接的に自動車のエネ

ルギー消費を低減し、カーシェアリングは自動車の台数

を減らし、鉄やプラスチックなどの素材の利用を低減す

るとともに、その製造において必要なエネルギー消費を

低下し得る。それによりSDGsの同時達成に寄与し得る。 

自動車に限らず、アパレル、食料システムなど、多くに

おいて過剰な生産がなされており、それらも ICT の進

展により削減できる可能性がある。直接的にエネルギー

を低減するだけではなく、サービス、製品に体化された

エネルギーを低減することで、社会全体のエネルギー需

要の抑制をはかることが重要と考えられる。 

一方、ICT により、データセンターでのエネルギー消

費の増大や、その他、様々なリバウンド効果も考えられ

るため、行動変化も含めた総合的な分析が求められる。 

 

3.2. EDITSの概要 

 このような背景の中、EDITS 事業では、以下のような

内容の研究を開始したところである。 

• 研究コミュニティの構築: 需要側に焦点を当てた、新

しいデータ、新しい概念、方法論、および政策分析の

共有を通じて、研究と政策分析に対する相互作用を

通したより良い理解の促進 

• 最先端の需要側モデルの改良: 方法論やモデルの

相互比較、学問領域、部門、環境分野を超えた、概念、

方法論の共有により、環境および気候政策分析の需

要側モデルの更なる改良を実施 

• モデル相互比較分析: 特に、デジタル化、シェアリン

グエコノミー、SDGs と気候目標の統合による相乗

効果を有する政策デザイン等に焦点を当てながら、

需要側の政策による、SDGs に対するシナジーとト

一次エネルギー 最終エネルギー 有効エネルギー サービスエネルギー

サービスエネルギー

高温熱

照明

低温熱

その他

発電

運輸

平均
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レードオフ、潜在的な影響、障壁を評価する、モデル

分析やシミュレーションを実施 

国内外の多くの研究機関、研究者が協力して、この重

要かつ難しい分析課題に取り組むこととしており、

RITE および国際応用システム分析研究所（IIASA）が

中心となり、東京大、大阪大、米ローレンス・バークレー

国立研究所（LBNL）、米スタンフォード大、米ウィスコン

シン大、中国清華大の他、韓国、イタリア、ドイツ、タイ、ブ

ラジルなどの研究機関、大学などと連携している。 

 

参考文献 

1） 佐野 他、エネルギー・資源学会論文誌、42(1)、2021 

2） 金星 他、第 37 回エネルギーシステム・経済・環境コン

ファレンス、2021 

3） European Commission, The European 

green deal 

4） Homma, T., and Akimoto, K., Energy Policy 

62, 2013 

5） Banks, G.D. and Fitzgerald, Climatic 

Change, 162, 2020 

6） MIT, EPPA Model Structure 

7） 日経センター、日本経済研究センターの一般均衡モデ

ル JCER-CGEによる分析、2009 

8） O’Neill, B.C., et al., Climatic Change 122, 

2014 

9） Oda, J., et al, Energy Policy, 44, 2012 

10） Global Trade Analysis Project (GTAP) 

11） Global Energy Assessment, 2012 
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固体吸収材は、アミンをシリカや活性炭などの多孔質材

料に担持したものである。固体吸収材を用いたプロセス

では、溶媒に起因する蒸発熱や顕熱を抑制できることか

ら、CO2分離・回収エネルギーの低減が期待できる。 

 

図 2 化学吸収液と固体吸収材 

 

RITE は、2010 年に主に石炭火力発電所の燃焼排

ガスからのCO2分離・回収を対象に、固体吸収材の開発

に着手した（METI 委託事業）。基盤研究フェーズ

（2010～2014年度）では、固体吸収材に適した新規ア

ミンの開発に成功し、ラボスケール試験において、分離・

回収エネルギー1.5GJ/t-CO2 以下を実現した。本固体

吸収材は、低エネルギー回収のみならず、60℃での低

温プロセスを可能とする革新的な材料である。 

2015～2019 年度までの実用化研究フェーズ

（METI/NEDO委託事業）では、川崎重工業株式会社を

パートナーとして、固体吸収材のスケールアップ合成

（>10m3）、ベンチスケール試験（>5t-CO2/day）、石

炭火力発電所での実ガス曝露試験などを実施し、CO2

分離・回収コスト 2,000 円台/t-CO2に目途を得た。ア

ミン固体吸収材を用いた他の事業と比較して、本事業の

回収規模、エネルギー、コストはいずれも世界トップ水準

である。 

2020 年、RITE は川崎重工業株式会社とともに

NEDO 委託事業「先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭

燃焼排ガス適用性研究」に採択された。本事業では、関

西電力株式会社の協力を得て、パイロットスケール試験

設備（40t-CO2/day 規模）を舞鶴発電所内に建設し、

2022 年度から石炭火力発電所から排出される燃焼排

ガス中のCO2分離・回収試験を開始する予定である。現

在、RITE では、パイロットスケール試験に向けて、固体

吸収材製造技術の合理化・低コスト化、材料劣化機構の

解明と劣化防止技術の開発、プロセスシミュレーション

技術の高度化などを進めている。 

 

図 3 固体吸収法の開発ロードマップ  

 

4. 膜分離法 

膜分離法は、圧力差によって分離膜の供給側から透

過側へ CO2 を透過・分離する分離法である。そのため、

高圧ガスである燃焼前回収（Pre-combustion）への

適用により、低コスト、省エネルギーでのCO2分離･回収

が期待される（図 4）。 

 

図 4 分離膜を用いた石炭ガス化複合発電（IGCC）からの

CO2分離･回収 

 

RITE では、高密度のアミノ基を有するポリアミドアミ

ンデンドリマーを用いた新規な高分子系材料が優れた

CO2 と H2 の分離性能を有することを見出し、このデン



研究活動概説 ● 化学研究グループ  RITE Today 2021 

 

41 

ドリマーと架橋型高分子材料の分離機能層を有する複

合膜(分子ゲート膜)の開発を行ってきた。分子ゲート膜

の概念図を図 5に示す。 

 

図 5 分子ゲート膜の概念図 

 

ここに示すように、透過機構としては、加湿条件で、膜

中に取り込まれたCO2が膜中のアミノ基とカルバメート

や重炭酸イオンを形成し、分子サイズの小さなH2の透過

を阻害することで、従来の CO2 分離膜では分離が難し

かった CO2と H2を効率良く分離できると考えている。

また、高圧条件への適用のために、ポリビニルアルコー

ル（PVA）系の架橋高分子マトリクスを使用し、十分な耐

圧性を有する膜材料を開発した。 

基礎研究段階として、優れた CO2 透過速度と CO2/ 

H2 選択性を有する複合膜の開発に成功している。この

成果の実用化を推進するために、現在、RITE および民

間会社を組合員とする次世代型膜モジュール技術研究

組合（MGM 組合）によって、CO2 分離膜、膜エレメント

の開発（図 6）および膜分離システム検討を実施中であ

る。

図 6 CO2 分離膜、膜エレメント（大面積の膜、支持体およ

び流路材等の部材を一体化したもの）および膜モジュール

（膜エレメントと収納容器（ハウジング）を組み合わせたもの） 

 

METI委託事業の「二酸化炭素分離膜モジュール研究

開発事業」（2011〜2014 年度）および「二酸化炭素回

収技術実用化研究事業（二酸化炭素分離膜モジュール実

用化研究開発事業）」（2015〜2018 年度）で開発した

膜素材、膜エレメントや膜分離システムを基礎として、現

在、NEDO委託事業「CCUS研究開発・実証関連事業／

CO2 分離･回収技術の研究開発／二酸化炭素分離膜モ

ジュール実用化研究開発」（2018〜2021年度）におい

て、実機膜モジュールシステムの開発を進めており、実

用化に向け、MGM組合として連続製膜技術および連続

製膜した膜を用いた膜エレメントを開発中である。 

連続製膜を用いた膜エレメントの量産化に向けた検討

により、2.4MPa の高圧下においても安定な外径 2 イ

ンチおよび 4 インチの膜エレメントが作製でき、膜エレメ

ントの基本製法の確立に目途を得た。 

また、実ガス試験による膜エレメントの分離性能、プロ

セス適合性等に関する技術課題の抽出と解決を行うた

めに、電源開発株式会社若松研究所（以下、若松と記載）

において、石炭ガス化炉からの実ガスを用いた膜エレメ

ントの検証試験を実施した。4 インチ膜エレメントを用い

た実ガス試験結果を図 7 に示す。なお、若松における石

炭ガス化ガスの圧力条件に即して、全圧 0.8MPa（絶対

圧）での試験を行った。 

 



研究活動概説 ● 化学研究グループ  RITE Today 2021 

 

42 

図 7 実ガス試験および実ガス試験前後の模擬ガス試験に

おけるＣＯ２分離性能 

温度：85℃、0.8MPa（絶対圧） 

模擬ガスには CO2/He/N2を供給ガスとして使用。 

 

実ガス試験前後で膜エレメントの分離性能は、ほぼ同

等の分離性能である事が判った。また、実ガス試験中の

分離性能低下も認められなかったことから、4 インチ膜

エレメントが実ガスに対する初期（短期）耐久性を有する

ことを確認することができた。 

今後は、これまでの成果に基づき、実機サイズの大型

膜モジュールの開発および膜分離システムの研究開発

を進める予定である。 

 

5. 新たな取り組み 

これまで述べたように、化学研究グループでは、製鉄

所や発電所などの大規模CO2排出源を対象としたCO2

分離・回収技術の高度化・実用化に注力してきた。最後

に別の新たな取り組みについての二つの事例を紹介す

る。一つは、大気中からの CO2 回収すなわち Direct 

Air Capture（DAC）、もう一つはCO2を炭酸塩として

固定化する技術の開発である。 

カーボンニュートラルを実現するためには、大気中に

排出されてしまったCO2を除去できる技術、すなわちネ

ガティブエミッション技術が不可欠である。近年、DAC

は代表的なネガティブエミッション技術の一つとして注

目されており、海外でも検討が進んでいる。今後の普及

のためには回収エネルギーおよびコストを大幅に低減す

ることが望まれ、日本でも、2020年度よりスタートした

NEDO の「ムーンショット型研究開発事業」で挑戦的な

研究開発が行われつつある。RITEは当該事業に採択さ

れた「大気中からの高効率 CO2 分離･回収・炭素循環技

術の開発」で、金沢大学および民間企業と協力して、

DAC に最適な材料およびシステムの検討を開始したと

ころである。本テーマを含め、ムーンショット目標 4 の 

「2050 年までに、地球環境再生に向けた持続可能な資

源循環を実現」 を達成するための技術開発の中で「（１）

温室効果ガスを回収、資源転換、無害化する技術の開発」

として、計 8テーマが採択されている。 

大気中からの CO2回収は、通常の石炭等の燃焼後排

ガスからCO2を分離･回収する場合と比べ、CO2濃度は

400ppm 程度と 2～3 桁低いため、回収コストは極め

て高価になると言われている。DAC を現実的なものと

するためには、これまでにない高性能な CO2 分離材料

の開発と大量の空気を効率よく吸脱着する事の出来る

プロセスを構築する必要があり、CO2分離材料について

は、RITE がこれまで取り組んできた固体吸収材や有人

宇宙活動用の CO2吸着剤の研究経験で培ってきたアミ

ン系化合物を中心とする材料設計の知見を活かし、回収

コストを低減できる優れた材料開発を目指している。一

方、CO2 分離･回収プロセスについては、共同実施者で

ある金沢大学の吸着材ハニカムロータを用いたデシカン

ト除湿空調プロセス研究の知見を活用し、CO2分離材料

とプロセス技術の両者が連携することで高効率な DAC

システムの開発を目指している。 

 

図８ 大気中からの高効率 CO2回収・炭素循環技術の開発 

 

CO2 を炭酸塩として固定化する技術において、RITE

は長年にわたり培ってきた独自プロセスを保有している。
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2020 年より、JFE スチール株式会社、太平洋セメント

株式会社、および RITE は、研究会を設置し、鉄鋼スラ

グや廃コンクリート等を対象として、これらから湿式で抽

出したアルカリ土類金属を活用し、工場等より排出され

た CO2 との反応により、安定した化合物である炭酸塩

として回収する技術の開発、および生成した炭酸塩の有

効利用技術の開発等（図９）に協力して取り組んでいる。

RITEの独自プロセスや研究開発スキルと鉄鋼およびセ

メント業界をリードする 2 社の技術力や幅広い見識を

融合することによって、技術開発におけるシナジー効果

が期待される。 

 

図９ CO2炭酸塩固定化および有効利用技術 

 

6. おわりに 

化学研究グループでは、前述のとおり、主に化学吸収

法・固体吸収法・膜分離法を対象に CO2分離･回収技術

開発を精力的に推し進めてきた。化学吸収法では実証ス

テージから高炉排ガスや石炭火力燃焼排ガスの商用機

へ展開され、既に CO2分離･回収技術として実用化され

ている。固体吸収法では、石炭火力燃焼排ガスに対して

2020 年度より 40t-CO2/day 規模のパイロット試験

に向けた検討に着手している。膜分離法では、IGCC 燃

焼前排ガスからの膜エレメントを用いた実ガス試験にお

いてCO2とH2の分離能を確認するなどの成果を得た。

他にも新たに NEDOの「ムーンショット型研究開発事業」

において採択された DAC 技術開発や、鉄鋼スラグや廃

コンクリート等からの CO2 の炭酸塩固定化技術開発に

も取り組み始めたところである。 

化学研究グループでは、これらテーマにおける個々の

研究課題に精力的に取り組み、実用化ステージに近いも

のは、スケールアップ検討や実ガス試験を通して早期の

技術確立を目指し取り組んでいく。同時に、革新的技術

開発に取り組み、より省エネルギーで低コストが可能な

CO2分離･回収技術を提案していきたいと考える。 
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CO2貯留研究グループ 

グループメンバー（2020年 12月末） 

グループリーダー・主席研究員  薛   自求 

サブリーダー・主席研究員  内田 堅二 

主席研究員   横井 悟 

主席研究員（兼）   野村 眞 

副主席研究員   高須 伸夫 

副主席研究員   中島 崇裕 

副主席研究員   名井 健 

副主席研究員   田中 良三 

主任研究員   橋本 励 

主任研究員   三戸 彩絵子 

主任研究員   岡林 泰広 

主任研究員   利岡 徹馬 

主任研究員   髙野 修 

主任研究員   内本 圭亮 

主任研究員   小牧 博信 

主任研究員   指宿 敦志 

主任研究員   清水 信寿 

主任研究員   副島 勉 

主任研究員   渡辺 雄二 

主任研究員  張   毅 

主任研究員  朴   赫 

主任研究員  末国 次朗 

主任   渕上 聡子 

主任   中西 公美子 

研究員   孫   艶坤 

研究員   三善 孝之 

研究員   小谷 雅文 

研究員   永田 丈也 

研究員   Amer, Rasha 

研究員   吉川 浩人 

研究助手   平井 順子 

研究助手   辻   志織 

研究助手   氷見 悠子 

研究助手   西出 朱美 

研究助手   奥道 恵美 

研究助手   佐々木 惠 

研究助手   佐々井 登喜男

安全な CCS実施のための CO2貯留技術研究開発の取り組み 

1. はじめに 

CO2の発生源から分離・回収した CO2を隔離する方

策として、CO2地中貯留は重要な選択肢の一つである。 

CO2 貯留研究グループは、二酸化炭素地中貯留技術

研究組合の一員として、NEDO 事業「安全な CCS実施

のためのCO2貯留技術の開発研究」に取り組んでいる。 

本事業は、現在、CO2 の大規模貯留の実用化に向け

た技術開発のフェーズにある。実用化のためには、大規

模な貯留層に年間 100 万トン程度の CO2を安全に圧

入・貯留する必要があり、これを実現するための安全管

理技術の開発、大規模貯留層の有効圧入・利用技術の開

発を行っている。 

これまでの取り組みにより、上記開発技術の構成要素

である圧入安全管理システム、地層の安定性評価・監視

技術、有効圧入技術など各種のシステムや技術が、実際

の現場に適用できるレベルとなっている。 

さらに、実用化に向けては、開発した技術を大規模サ

イトにおいて実証することが有効である。本事業におい

ても、海外の大学や研究機関などと積極的に連携し、海

外の大規模サイトでの技術実証を進めている。 

ここでは、2020 年度で技術・システムを確立した、マ

イクロバブル CO2 圧入技術、圧入安全管理システム、

CO2漏出検出・環境影響評価総合システムを紹介する。 

これらについては、実用的で汎用性の高い装置・シス

テムを構築することができた。このうち、マイクロバブル

CO2圧入技術については、米国や中国での CO2貯留や

石油増進回収（CO2-EOR）などへも展開する。 

上記のほか、当研究グループの技術を貯留サイトで実

証しているものとして、光ファイバーセンシングがある。

地層のひずみを検出する独自の手法を開発し、温度、圧

力、音響、そして、ひずみを同時に計測するマルチセンサ

―機能を実現した。これについても海外のサイトに適用

し実証している。 

このように、当研究グループは、それぞれの技術を発

展させて実サイトに適用することで、CCS普及促進に貢

献していく。 
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2. 主な研究課題と成果 

2.1. マイクロバブル CO2圧入技術の確立 

マイクロバブル CO2圧入技術とは、特殊なセラミック

フィルターにCO2を通して微細気泡（マイクロバブル）化

し、地下に圧入する技術である。マイクロバブル化には

CO2を地中貯留する上で、次の利点がある。 

・貯留層を構成する砂岩の隙間（孔隙）に入りやすい。 

・貯留層内に密に留まりやすい。 

・孔隙中の水に溶けやすい。 

当グループは、これらの利点を室内実験と現場試験に

よって検証してきた。室内実験は、岩石コア試料を対象

として X 線 CT 装置を利用して実施している図 1 上部

は岩石コア試料のＸ線ＣＴ画像の例である。図の左から

注入されたＣＯ２が、コア試料の 82mm の位置に到達し

た時点の CO2分布を寒色から暖色への変化で示してい

る。2 本のコア試料の 82mm までの孔隙体積は、ほぼ

同じである。マイクロバブル圧入によるＣＯ２が通常圧入

よりも密に孔隙を満たしており（図 1 上部）、また、CO2

の圧入量と溶解量も、共に多くなる（図 1下部）。 

 

 

図 1 岩石コア試料を用いた 

マイクロバブル CO2の貯留効率評価 

 

実サイトでのマイクロバブル圧入試験は、2019 年度

に引き続き、秋田県男鹿市の石油資源開発株式会社申

川鉱場内で現場試験を行った。CO2 圧入対象層は地下

約800mにある低浸透性の砂岩層である。2020年度

は、マイクロバブル CO2 発生装置の坑内設置作業の効

率化を図るため、パッカーより下のシステム全長を

2019年度の84mから 14mへと 1/6に縮小した（図

2）。設置・回収に伴う作業時間は 15時間から 4時間へ

と約 1/3に短縮できた。 

 

図 2 マイクロバブル（MB）発生装置の設置模式 

 

システムの短尺化により、マイクロバブル発生装置本

体の長さは 18mから4.5mになった。また、マイクロバ

ブルが発生する深度は、圧入対象層付近（図 2a）から浅

くなった（図2b）。このような設置条件で、2019年度と

同等のマイクロバブル CO2 の圧入効果が発揮できるか

検証した。マイクロバブルCO2の圧入レートは2019年

度と同じ 1.5 トン/日である。坑口圧は 8.4MPaであっ

た。坑底圧は 8.8MPa から 14.9MPa に上昇し、その

後一定圧力で圧入できた。1MPa あたりの CO2圧入レ

ートを示すCO2圧入指数は0.25トン/日/MPaであり、

2019年度の 0.36 トン/日/MPaとほぼ同じであった。

マイクロバブル発生装置の設置条件が変わっても、通常

圧入法の0.09トン/日/MPaよりも多くのCO2を圧入

できることが確認できた。また、CO2 貯留率も高く、

2019度と同等の 82.9％であった。 

一連の現場試験により、短尺のマイクロバブル発生装

置の有効性ならびにその設置効率の向上が確認できた。

これにより、本システムの製作や設置回収作業に関する

コストの削減に大きく貢献できる。 

2008 年に東京ガス株式会社と共同で基礎研究に着
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手したマイクロバブル CO2 発生技術は、「貯留物質の貯

留装置および貯留方法」として特許（特許第 5399436

号）も取得している。室内試験と現場での実証試験を経

て、マイクロバブル CO2 圧入の技術を確立できた。

2021 年以降は、実用技術として米国ノースダコタ州で

のCO2貯留や中国君倫石油とのCO2-EOR等、実適用

を通して、本技術の普及・展開を図っていく。 

 

2.2. 圧入安全管理システム（ATLS）の完成 

様々な流体圧入プロジェクトにおいて、地層内圧力の

増加に起因する地震の誘発が懸念されている。そのた

め、鉱廃水圧入プロジェクトや高温岩体地熱発電（EGS）

では、サイト周辺の振動イベント発生状況を基に、操業を

管理するトラフィックライトシステム（Traffic Light 

System）が利用されている。これまで CO2地中貯留サ

イトでは、マグニチュード1.1以下の微小振動しか報告さ

れていないものの、CO2 地中貯留事業においても誘発

振動活動に対するリスクマネジメントが必要である。 

当研究グループでは、我が国の実情に適した CO2 地

中貯留のための圧入安全管理システム （ ATLS: 

Advanced TLS）の開発を行ってきた。その要件とし

ては、 

(1) 自然地震が多く、人為的ノイズも大きい観測データ

から微小振動イベントを抽出できること 

(2) 微小振動イベント位置が決定可能なこと 

(3) 自動でリアルタイムのデータ処理が可能なこと 

などが挙げられる。これらを満たす管理システム構築の

ために、CO2 貯留サイトで実観測を行っている苫小牧実

証試験サイトの観測データを利用して研究開発を行って

きた。図3にATLSの処理フロー概要を示す。地震観測

データ入力後、イベントピック、位置決定を自動的に行う。

同時に気象庁一元化震源情報を取得し、遠地の自然地

震を排除した微小振動カタログを作成する。さらにイベ

ントのマグニチュードと位置から判定を行う。 

 

図 3 ATLS概要図 

 

ATLS は苫小牧サイトでの 2 年以上の長期間の連続

観測データに対しても、自動的に信号処理および圧入地

点近傍の微小振動イベントの位置決定が行えることを確

認した。ATLSの出力（レポート）イメージを図4に示す。

この図では監視対象区域内の微小振動発生頻度・イベン

ト位置、およびそれらから判定されたトラフィックライト

の色が示されている。 

 

図 4 ATLS出力例 

 

これらの ATLS の基本機能に加え、様々なサイトにお

いても本システムを適用できるように、補助的なツール

の開発も行った。まず観測点設置に係わるツールとして、

具体的な地震計配置と仮想イベント発生位置を指定した

場合に、観測データからイベント位置推定を行うものを

整備した。これはATLSと同じ、平田・松浦(1987)によ

る震源決定プログラム hypomh を活用したものとなっ

ている。本ツールにより、どのような地震計配置がよい
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のか、および観測網でのイベント位置決定精度の評価が

行える。 

また、入力データフォーマットを変換するツールを開

発した。これまでの ATLS では苫小牧実証試験サイトに

特化し、SEGD 形式のデータのみを対象としていた。こ

の形式以外に、一般的な自然地震観測でも使われてい

る、mini-SEED 形式と ASCII 形式のデータも取り扱

えるようにした。 

これらの改良を行った結果、実際の我が国の CO2 地

中貯留サイトで動作検証され、かつ他のサイトでも適用

可能な汎用性のある圧入安全管理システムが完成した。 

 

SEGD 形 式 ： 地 震 探 査 学 会 （ Society of 

Exploration Geophysicists, SEG）が開発した

地震データファイルの形式のひとつ。 

mini-SEED 形 式 ： 地 震 デー タ 交 換標 準 （ The 

Standard for the Exchange of Earthquake 

Data, SEED）に則った地震データファイルの形式。

時系列データを含む. 

ASCII 形式：米国規格協会によって定められた文字コ

ー ド （ American Standard Code for 

Information Interchange）によるテキスト形式 

 

2.3. CO2漏出検出・環境影響評価総合システム 

CO2地中貯留において、貯留サイトの選定は、CO2が

安全かつ安定的に貯留されるように慎重に行われるた

め、貯留した CO2 が漏出するおそれは極めて小さいと

考えられている。しかし、万が一の漏出に対する社会的

な懸念を考えると、環境を監視することは重要である。

また、海底下に CO2 を貯留する場合には、法令により、

漏出を仮定した環境影響評価をすることや、漏出やその

兆しが生じていないか監視することが定められている。

そこで、当研究グループでは、これまで海洋環境影響評

価手法と監視手法の研究開発を行ってきたが、2020

年度にその成果を CO2 漏出検出・環境影響評価総合シ

ステムとしてまとめた。ここでは、環境影響評価手法と

監視手法の概略を紹介する。 

海洋環境影響評価手法は、仮定した CO2 の漏出によ

り、海水中のpCO2（CO2濃度の指標の一つ）が、どの範

囲でどれだけ上昇するのかを推定し、そのpCO2上昇幅

（ΔpCO2）により、どんな生物がどんな影響を受けるか

を示すものである。海に漏出した CO2 は海の流れによ

り拡散されるため、海洋モデルを用いたシミュレーショ

ンでΔpCO2の分布を計算する。ΔpCO2の計算のため

には数１０km～100km程度の領域を計算すればよい。

また、CO2 を拡散させる海の流れは数 100km スケー

ルの気象や海岸・海底地形の影響を受けて生じる。しか

し、数 100km の領域を高解像に計算するのは効率が

悪いため、当グループでは、ΔpCO2 の分布の計算に用

いるのとは別の低解像のモデルで数 100km の領域を

計算し、そのデータを利用することで適切な流れを再現

しΔpCO2 の分布を計算できるようにした。一方、Δ

pCO2 の生物影響を調べた研究、論文は多いが、そのデ

ータがまとまった形になっておらず、シミュレーションに

よって得られたΔpCO2 の値がどんな生物にどんな影

響を与えるのかを調べるのは容易ではない。そこで当研

究グループでは、データベースを構築し、ΔpCO2 の値

と生物の影響の対応関係を容易に抽出できるようにし

た。構築したデータベースに生物の条件（分類群、生息域

など）を入力すると、その条件に合った生物がどの程度

のΔpCO2でどんな影響を受けるのかが出力される。こ

の出力データとシミュレーションで得られたΔpCO2 の

分布を組み合わせることにより、どの範囲で、どんな生

物種が、どんな影響を受け得るかを推量することができ

る。 

漏出が生じていないかの監視は、CO2 が貯留される

地層（貯留層）から海中まで対象が広範囲に及ぶ。貯留

層は海底下 1km 以深にあるため、当研究グループの行

った計算によれば、CO2が貯留層から漏れ出たとしても、

真上の海底までの移動には 5年以上かかる。また、貯留

層から海底までの CO2の移動経路は地層の状況による

ため、必ずしも貯留層の真上の海底から CO2 が漏出す

るとは限らない。このようなことを勘案し、当研究グル

ープでは、以下の手順で監視を行うことを提案する。ま

ず、貯留層やその周囲の地層の監視をしっかり行う。そ

して、貯留層から CO2が漏れ出ていることがわかれば、
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CO2 が海底に到達するまでの間に地層内の詳細調査を

行い、海底のどの辺りから漏出し得るか、範囲の絞り込

みを行う。最後に、その絞り込んだ範囲を対象に海中を

監視する。 

海中での監視に関しては、漏出シグナルの検出手法の

研究開発も行った。海中での漏出シグナルとしては、漏

出 CO2の気泡と漏出 CO2の海水への溶解による CO2

濃度上昇の 2種類が考えられる。気泡の検出にはサイド

スキャンソナー（SSS; 音響探査機器の一種）が有効と

考え、SSS の CO2気泡検知能力を明らかにするための

実験を行った。海域で海底からCO2気泡を放出し、SSS

で検出できるかどうか、条件を変えて繰り返し調べる実

験である。この実験により、SSSは2～4トン/年以上の

漏出速度の CO2 気泡を検出できることや、監視時の測

線間隔は SSS の高度（海底から SSS までの距離）以内

にしなければならないことなどを明らかにした。なお、4

トンのCO2は、10人の人が呼吸で一年間に排出する量

に相当する極めて少量の CO2 である。一方、CO2 の濃

度上昇シグナルの検出のためには、pCO2の異常値の検

出に関する研究を行った。CO2 はもともと海水中に存

在し濃度が自然変動するため、pCO2の上昇が自然変動

によるのか（正常値）、漏出によるのか（異常値）を区別

するのが難しく、異常値判定基準をどのように設定すれ

ばよいかが課題である（図 5）。当研究グループでは、

pCO2 と溶存酸素（DO）の相関関係を用いた異常値判

定基準（pCO2-DO法）を考案した。まず、大阪湾の9年

間の四季調査データ（1 観測点につき 1 季節 1 データ）

の解析により、pCO2 の変動が大きい海域や夏季は、

pCO2 の値だけで設定した異常値判定基準よりも、

pCO2-DO 法の方が精度よく異常値の検出ができるこ

とや、適切な基準を設定するためには少なくとも 5年程

度以上のデータを用いる必要があることを示した。次に、

1 年以上に渡る pCO2や DO などの連続観測を行い、

夏季の大阪湾奥部では pCO2 の変動が大きく、場合に

よっては、観測時刻が数時間異なるだけでも pCO2 の

値が大きく異なりえることを明らかにした。一年を通じ

たデータが得られたことにより、pCO2-DO 法では、偽

陽性（自然変動を異常と誤判定）の生じやすさが季節に

よって異なり得ることもわかった。センサーを用いた観

測の場合には、センサーの応答時間を考慮して相関関係

を計算する必要があることもわかった。このように、

pCO2とDOの相関関係を用いた pCO2異常値検出基

準について、実際の運用で重要となる様々な特徴を明

らかにできた。一方で、漏出CO2は海の流れにより拡散

されやすいことや、同じ点から漏出しても流れの向きや

漏出率によって pCO2 の高くなる範囲が変わり得るこ

となどから、漏出による pCO2の異常値を捉えるには、

時間的・空間的に密な観測が必要となる。そのため、当

研究グループでは、pCO2や pH などの CO2濃度指標

の観測は漏出を検出するためではなく、環境影響の有無

を確認することに用いるのが適当と考えている。  

得られた研究成果は事例集に組み込み、今後の海底

下 CO2貯留実用化において有効に活用されることを期

待している。 

図 5 pCO2異常値判定と偽陽性、偽陰性の関係 

 

2.4. 先進技術開発による世界への貢献 

世界各国では、大規模なCO2貯留プロジェクトが進行

している。ノルウェーの Snøhvit、カナダの Quest、豪

州の Gorgonの各プロジェクトなどであり、いずれも年

約 100万トンのＣＯ２貯留が実現されている。 

大規模ＣＯ２貯留で、世界各国が先行する中で、我が国

が世界各国と対等に連携し、ＣＣＳの普及促進を先導し

ていくには、核となる独自技術の提供で世界に貢献して

いく必要がある。 

その一つが、前述したマイクロバブルCO2圧入技術で

ある。当該技術の適用により、流体の浸透性が必ずしも
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良くない地層においても、CO2の貯留効率を高めること

ができる。そのため、CO2 供給点近傍立地など、貯留地

点選定の選択肢を高め、世界のCCS普及促進に貢献す

ることが可能となる。さらには、2018 年より中国君倫

石油と共同開発を進めている低浸透性の油田での油の

増産を実証し、CO2-EORへの貢献も強化する。 

もう一つが、光ファイバーセンシング技術である。地下

の温度や圧力のモニタリング技術として、石油分野等で

すでに適用が進んでいるが、当グループは光ファイバー

により地層のひずみを検出する独自の手法を開発し、温

度、圧力、地震、そしてひずみを同時に計測するマルチセ

ンサ―機能を実現、実証した。 

当該技術は、世界から高い関心を集めている。例えば

米国ノースダコタ州立大学エネルギー・環境研究センタ

ー（EERC）と、実際の CCS サイトで共同実証試験を実

施している。米国側は CO2 貯留サイトの地層安定性や

CO2 挙動把握が可能となる一方、日本側は、大規模

CO2 貯留サイトで、光ファイバー計測技術の検証や施工

技術の改良を図れるなど、相互にウィンウィンの関係を

構築している。 

また、海底下地中貯留の安定性を検証する欧州の

SENSE プロジェクトにおける海底面の挙動監視への適

用、さらには、アジア各国で計画されている CO2貯留プ

ロジェクトでの適用など、実証や活用の場が広がってい

る。 

我が国の温室効果ガス排出を2050年までに実質ゼ

ロにする目標を実現するには、世界各国と協調した

CCS の普及促進が不可欠である。新技術開発やその活

用のコンサルティング等で貢献する RITE、 CO2 貯留

研究グループの今後の活動にぜひ注目いただきたい。 
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無機膜研究センター 

グループメンバー（2020年 12月末） 

センター長・主席研究員  中尾 真一 

副センター長・主席研究員  山口 祐一郎 

主席研究員   喜多 英敏 

主任研究員   瀬下 雅博 

主任研究員   安原 健一郎 

主任研究員   龍治 真 

研究員    李   惠蓮 

研究助手   浦井 宏美 

研究助手   奈良 裕子 

研究助手   佐々 和明 

研究助手   大野 信成 

研究助手   新堂 千代子 

研究助手   藤井 暁義 

研究助手   菰野 恵子

無機膜を用いた革新的環境・エネルギー技術の研究開発、およびその

実用化・産業化に向けた取り組み 

１. はじめに 

シリカ膜やゼオライト膜など無機膜は、その高い分離

性能に加え、耐熱性や耐環境性に優れるなどの特長を有

しており、多様な用途への適用が可能と期待されている。

また、蒸留法や吸着法など従来の分離・精製法と比較し

て、大幅な省エネルギー化が図れるとともに、CO2分離・

回収用途や水素社会構築に不可欠な水素分離・精製用

途にも開発が進められており、地球環境の保全に資する

環境・エネルギー技術として大きな注目を集めている。し

かしながら、その実用化は、これまでアルコールの脱水な

ど一部用途に留まっており、今後、無機膜を用いた革新

的環境・エネルギー技術の早期の実用化・産業化に向け

た取り組みが求められている。 

無機膜研究センターは、無機膜を用いた革新的環境・

エネルギー技術の早期の実用化、産業化を目的に、研究

開発と産業連携を両輪として活動を進めている。組織も

研究部門と産業連携部門の２つから構成されており、研

究部門では、それぞれに優れた特長を有するシリカ膜、

ゼオライト膜、パラジウム膜をコア技術として、水素分

離・精製・製造や分離回収されたCO2の有効利用等の研

究分野に取り組んでいる。また、産業連携部門では、無

機分離膜・支持体メーカーとそのユーザー企業計 18 社

からなる「産業化戦略協議会」において、メーカーとユー

ザー企業のビジョンの共有および共同研究の企画・立案

等を図るべく、会員企業が定期的に意見交換を行い、研

究会などの活動を活発に推進している。 

2020 年は、NEDO から受託したメタンを直接分解

し水素を製造する事業でシリカ膜とパラジウム膜を用い

たメンブレンリアクター（膜反応器）を構築し、この反応

系においてメンブレンリアクターの有用性を確認し、

NEDOの委員会などで報告した。 

CO2 分 離 ・ 回 収 、 有 効 利 用 （ CCU ： Carbon 

Capture and Utilization）に関する取り組みについ

ては、水に対して高選択性を有するゼオライト膜を開発

し、膜反応器に応用することでメタノールへの転化率が、

触媒反応器での転化率に比べて、約 3 倍向上すること

を確認した。また、NEDO のムーンショット型研究開発

事業で、「大気中からの高効率 CO2分離回収・炭素循環

技術の開発」を金沢大学と共同で受託し、無機膜研究セ

ンターは、大気中から回収された CO2 から液体炭化水

素燃料を製造するプロセスの開発を行うことになった。 

産業化戦略協議会では、共通基盤（信頼性評価等）研

究会と CO2 分離研究会の第 2 フェーズ（2019～

2020 年度）が終了し、セミナーでは web 開催を取り

入れた。 

本稿では、メタンからの水素製造および CCU 技術開

発など研究部門の主な成果と今後の展望、そして産業化

戦略協議会の活動状況について紹介する。 

 

2. メタン直接分解によるCO2フリー水素製造技術の開

発 

水素社会の構築のためには、水素を低コストで且つ大
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量に製造する方法が求められる。シェールガス革命以降、

長期に安定して供給が可能であるメタンに着目し、これ

を熱分解することで水素と固体のカーボンを製造し、副

生カーボンを販売することで水素の製造コストを低減す

る技術検討を実施している。メンブレンリアクターの適

用により転化率を向上させ、効率的且つ省エネルギーな

水素製造を目指す。また、水素製造に際してCO2を排出

しないメリットがあり、脱炭素社会に資する技術開発で

ある。 

2019年度に NEDOの委託事業として採択され、 

①メタン分解に必要な反応温度 500℃以上の耐熱性

を有する水素選択透過膜の開発 

②メンブレンリアクターにおいてメタンを効率的に分

解する触媒の開発 

③水素分離膜と触媒から構成されるメンブレンリアク

ター（図 1）の開発とその有効性の実証 

を開発項目としている。 

 

 

図１ メタン分解により水素製造するメンブレンリアクター 

 

①の水素分離膜の開発については、シリカ膜とパラジ

ウム膜を水素分離膜の候補として、製膜実験や文献調査

を元に製膜の指針を絞り込んだ。シリカ膜の開発につい

ては、種々のシリカ源を用いて検討を行い、透過分離性

能を評価することで、シリカ源の選定を行った。その結

果、DMDMS（Dimethoxydimethylsilane；Si を中

心にメチル基 2 つ、メトキシ基 2 つが結合しているケイ

素化合物）をシリカ源とした膜において、本プロジェクト

の目標性能を達成することができた。さらに、DMDMS

の製膜条件を精査することにより、高い耐熱性を発揮す

るシリカ膜の製膜を可能とした（図 2）。 

 

図 2 製膜条件の異なるシリカ膜の耐熱試験の結果 

 

パラジウム膜の開発については、高い水素透過性を維

持しつつ、耐熱性の向上が見込まれる Pd-Cu合金膜の

製膜条件を検討し、RITE 無機膜研究センターの技術で

ある細孔内充填型で Pd-Cu 合金膜の製膜を可能とし

た。製膜した膜の SEM-EDX から狙い通りの組成

（Pd60-Cu40wt%）で製膜できていることを確認し

ている。さらに、製膜条件を精査することにより、細孔内

充填型 Pd 膜の 500℃における水素透過率を 1.3 x 

10-6 mol m-2 s-1 Pa-1（これまでは 8 x 10-7 mol m-2 

s-1 Pa-1程度）に向上することができた。耐熱性を有する

水素透過膜を開発し、目標とする性能の目途を得た。 

②の触媒開発については、国内外のメタン直接分解に

よる水素製造を対象とした文献調査を行い、技術開発

動向を把握するとともに膜反応器への適用可能性のあ

る触媒を調査した。その結果、比較的低温で高い収率が

得られると報告のあるNi/Fe/Al2O3系の触媒を候補と

して選定した。その触媒について、共沈温度、滴下の方

法、沈殿剤の種類といった調製条件や、組成などを変更

した 20 種類の触媒を試作し、反応性を評価した結果、

比較的性能が高い触媒を膜反応器用の触媒として選定

した（図３）。 



研究活動概説 ● 無機膜研究センター  RITE Today 2021 

 

52 

 

図 3 メタン分解用触媒の試作と性能評価 

 

③の膜反応器開発については、膜反応装置を設計・製

作し、②において本反応系に適していると考えられる

Ni/Fe/Al2O3触媒、水素分離膜としてPdおよびシリカ

膜を用いた膜反応試験を行った。反応温度 600℃、反

応圧力0.4 MPaの条件において、Pd膜、シリカ膜の適

用により転化率が向上することを確認し、膜反応器の有

効性を実証するとともに、得られたカーボンは触媒を中

心にグラフェンが積層している構造であることを確認し

た（図４）。 

 

図４ Pd膜を用いた膜反応試験の結果および得られたカ

ーボンの SEM画像 

 

一方で、試験後のPd膜の水素透過性能がおよそ1/2

に低下していた。試験後の膜の SEM-EDX 結果より

Pd 層内にカーボンが固溶している様子が確認され、水

素透過性能の低下はカーボンの固溶によるものである

ことが示唆され、新たな課題として対策に取り組んでい

る。 

 

３. CO2有効利用技術の開発 

CO2有効利用技術は EU をはじめとする世界各国で

CO2 削減に効果的であると盛んに研究開発・実証検討

が行われている技術である。一方で、CO2の水素化によ

る有効利用技術は反応により水が生成し、その水が触媒

の活性劣化、反応速度の低下の原因となる。また、多く

は発熱反応であり、反応により発生した熱を如何に除去

するかも課題の一つである。これらの課題を解決すべく、

無機膜研究センターでは膜反応器による高効率かつ省

エネルギー型の CO2有効利用技術の開発を推進してい

る。 

 

３．１． CO2を原料とするメタノール合成技術の開発 

メタノールは化学品の基幹物質であり、今後需要拡大

が見込まれる。メタノール合成は、主として天然ガスを

原料とした水蒸気改質反応により合成ガス（COとH2の

混合ガス）を原料として合成される。一般的に Cu/ZnO

系の触媒が用いられており、473～573 K、高圧条件

下で反応が行われる。しかしながら、メタノール合成は

熱力学的には低温・高圧有利の反応系であり、この温度

域ではワンパスの収率が低い。これは、以下の反応式で

表される CO2 を原料としたメタノール合成では顕著で

ある。 

 

CO2 + 3H2 ⇄ CH3OH（メタノール） + H2O 

 

この課題を解決する方法のひとつとして、膜反応器の

適用が挙げられる。熱力学的平衡制約に支配される反

応であるメタノール合成反応により生成した水（あるい

はメタノール）を取り除くことができれば反応はメタノー

ル生成側に促進される。一方で、一般的な脱水膜である

A 型ゼオライト（LTA）膜の本反応系への適用は、水熱安

定性の観点から難しいことが知られている。 

そこで、無機膜研究センターでは、これまでに高い水

熱安定性と透過分離性能を兼ね備える脱水膜（Si-rich 

LTA 膜）の開発に成功するとともに、その新規ゼオライ

ト膜を適用したメタノール合成膜反応器（MR ；

Membrane reactor）は、従来の触媒充填層型反応器

（PBR；Packed bed reactor）よりも高い CO2転化

率を示すことを実験で明らかにしてきた（図５）。今後は、

実用化に向けた研究開発を進めていく。 
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図５ 脱水膜を用いた膜反応器によるメタノール合成 

 

３．２． 大気中の CO2 を原料とした液体炭化水素燃料

（e-fuel）合成技術の開発 

NEDO 事業「ムーンショット型研究開発事業／20５０

年までに、地球環境再生に向けた持続可能な資源循環

を実現／大気中からの高効率 CO2 分離回収・炭素循環

技術の開発」に採択され、2020 年度より金沢大学と共

に研究開発を行っている。無機膜研究センターは、回収

したCO2を FT合成（Fischer-Tropsch Synthesis）

により液体炭化水素燃料に変換する技術開発を担当す

る（図６）。FT 合成もメタノール合成と同様に、反応によ

り生成する水が触媒劣化、反応速度低下の原因となる。

また逐次反応であり、生成物は ASF（Anderson-

Schulz-Flory）則に従うため反応制御が困難であるこ

とも課題として挙げられる。 

 

図６ プロジェクトの全体概要 

 

そこで本事業では、大気中から分離回収した CO2 を

原料として、膜反応器を用いた高効率かつ省エネルギー

型の CO2変換技術の開発を以下の３項目を柱として進

めていく。 

①FT合成へ適用可能な脱水および水素選択透過膜 

②FT合成用膜反応器 

③最適プロセス構造 

生成する水は、例えばゼオライトなどの親水性を有す

る分離膜を用いて反応系外に除去することができれば

触媒劣化を抑制することができると考えられる。また反

応制御については、例えばシリカ、パラジウムなどの水

素選択透過膜を介して反応場に H2を供給することで制

御することが可能であると考えられる。無機膜研究セン

ターでは、これまで従来の LTA 型ゼオライト膜よりも水

熱安定性を向上させた Si-rich LTA 型ゼオライト膜の

開発に成功しているとともに、細孔内充填型 Pd 膜、水

素透過性に優れるシリカ膜の開発も手掛けている。今後、

これまでに得られている知見を最大限に活用し、FT 合

成に適用可能な無機系分離膜および膜反応器の開発を

強力に推進するとともに、これまで放置されがちであっ

た無機系分離膜の“Science”を解き明かしていくつも

りである。 

 

４． 実用化・産業化に向けた取り組み 

当センターの産業連携部門のコアとなるのは、「産業

化戦略協議会」である。この協議会は、分離膜・支持体メ

ーカーとユーザー企業計 18 社（2021 年 1 月時点）が

参画し、メーカーとユーザー企業のビジョンの共有およ

び国費事業等共同研究の企画・立案等を推進して革新的

環境・エネルギー技術に資する無機膜産業を確立するこ

とを目的としている。その実現のために、 

①無機膜を用いた革新的環境・エネルギー技術の実用

化・産業化に向けたニーズ・シーズマッチングやロー

ドマップ策定を行う「研究会」の設置および運営 

②国、NEDO 等からの資金による事業の共同実施の

企画 

③センター研究部門への研究員派遣の受け入れ、研修

会の実施 

④センターアドバイザリーボードおよび研究部門から
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の技術指導 

⑤協議会員向け無料セミナーの開催 

⑥協議会員向けニーズ・シーズ情報の発信 

などの事業を推進している。 

2020年は、新型コロナウイルスの感染拡大の影響で、

例えば、研修会の開催を見送るなど、当初計画から変更

が生じたものもあったが、web を活用した開催方法を

取り入れ、CO2 分離研究会と共通基盤（信頼性評価等）

研究会およびその下部組織として具体的作業を進める

作業部会において、CO2 分離研究会で計 4 回、共通基

盤（信頼性評価等）研究会で計 7 回開催し、調査検討を

更に深めた。共通基盤研究会では具体的なゼオライト膜

の加速劣化予備試験を行い、長期信頼性確立のための

基礎データを取得して、2021 年度以降の国費事業等

の立ち上げを目指している。CO2 分離研究会では、「高

濃度 CO2 を含む天然ガス田への無機膜適用性検討」を

メインテーマとして検討した。 

また、協議会会員向けセミナーを、web を活用して開

催（2020 年度は年間 3 回）した。アドバイザリーボード、

会員企業、膜関連企業などから最新の研究開発動向や

ニーズ、シーズの紹介、膜の実用化開発事例の紹介など

の講演があり、活発な質疑・応答、討論が行われている。 

無機膜の実用化・産業化に関連した有用な知識を得られ

る上に、会員企業間や第一線の研究者との交流の場とし

ても有意義な場であると高い評価を得ている。 

さらに、協議会会員向けセミナーの講演内容に関連す

る特許・文献調査を行い、その要約に無機膜研究センタ

ーとしてのコメントを付したニーズ・シーズ情報も、定期

的に会員に提供している。 

 

図７ セミナーでの講演風景（2019年 4月開催分） 

５． おわりに 

2020 年は、NEDO 事業であるメタンからの水素製

造事業にメンブレンリアクターを適用し、その有用性を

実証し、NEDO に報告を行った。本事業については、

2021年度から新しい事業が開始する予定であり、その

事業を通じてより実用化に向けた取り組みを行う予定

である。また、CO２の有効利用を行う研究開発で着実に

成果を上げると共に、新規にムーンショット型研究開発

事業（「大気中からの高効率 CO2 分離回収・炭素循環技

術の開発」）で、大気中から回収された CO2 から液体燃

料を製造するプロセスの開発を行うことになった。長期

予算の獲得により安定して、センターの運営が可能とな

り、今後、世界の無機膜開発・実用化をリードする中核組

織となるよう鋭意活動を進めていきたい。 



https://www.rite.or.jp/news/press_releases/
https://www.rite.or.jp/news/events/
https://www.rite.or.jp/system/system-group-papers/
https://www.rite.or.jp/bio/works/
https://www.rite.or.jp/chemical/works/
https://www.rite.or.jp/co2storage/treatise/
https://www.rite.or.jp/membranes/list/
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掲載年月日 見出し 掲載紙名

2020.1.21 RITE、CO2分離・回収シンポ　実質ゼロ貢献 意義発信 電気新聞

2020.1.21 二酸化炭素を効率的に分離・回収　東京大学でシンポ 電波新聞

2020.1.23 温暖化対策でCCUS技術に注目　シンポやワークショップ相次ぐ 電波新聞

2020.1.24 CCSの事業化を展望　関連団体が最新動向紹介 電気新聞

2020.1.31 経産省　気候変動緩和へ議論　IPCCシンポ 世界の潮流を解説 電気新聞

2020.2.1 RITE「革新的環境技術シンポジウム2019」開催 ガスレビュー

2020.2.14 産業界の取り組み発信　RITE 脱炭素化でシンポ 電気新聞

2020.2.17 脱炭素技術開発に意欲　東ガス穴水副社長が環境シンポで表明 ガスエネルギー新聞

2020.3.15 RITE「ALPS国際シンポジウム2020-脱炭素に向けた長期戦略-」等開催 ガスレビュー

2020.4.21 JFEスチール、太平洋セメントなど　CO2有効利用で研究会　鉄鋼スラグの成分活用 鉄鋼新聞

2020.4.21 JFEスチール　CO2固定技術共同開発へ　鉄鋼スラグなど活用 日刊産業新聞

2020.4.21 脱炭素社会構築に貢献　JFEスチール太平洋セメントら3者で研究会設置 建設通信新聞

2020.4.21 太平洋セメントら3者　炭酸塩へのCO2固定化技術を開発へ　研究会設立 日刊建設工業新聞

2020.4.22 JFEスチール・太平洋セメなど、CO2・副産物で炭酸塩　温暖化対策 日刊工業新聞

2020.4.22 JFEスチールなど3社、CO2回収技術開発へノウハウを共有 日刊自動車新聞

2020.4.30 グリーンフォーラム21 第3回事例研究会　「石炭をめぐる問題」を考える 産業界の取り組み 日刊工業新聞

2020.5.1 炭酸塩固定技術を研究　JFEスチール 太平洋セメなどと 化学工業日報

2020.7.14 CO2固体吸収法　石炭火力で回収試験　NEDO パイロット設備設置 化学工業日報

2020.8.21 RITE　CO2排出抑制新技術を紹介　9月に講演会 電気新聞

2020.9.25 CO2の分離・回収　舞鶴発電所で試験　RITEと川崎重工業　2022年度から 京都新聞

2020.9.25 地球環境産業技術研究機構と川崎重工　CO2分離・回収でパイロット機建設へ　関電・舞鶴発電所で 鉄鋼新聞

2020.9.25 舞鶴発電所でCO2分離回収　RITE、川重、関電 22年度から実証 電気新聞

2020.9.25 石炭火力でCO2分離・回収　舞鶴発電所 関電、システム実証 日刊工業新聞

2020.9.29 川重、関電とCO2回収実験 日経産業新聞

2020.9.30 石炭火力CCUS実証　川崎重工－RITE－関西電力 22年度から着手 化学工業日報

2020.10.5 舞鶴でCO2分離回収を実証 ガスエネルギー新聞

2020.10.13 高効率移動層システム　大気中から回収　メタ合成しPX　川重、CCU実用化に拍車 化学工業日報

2020.10.14 ビヨンド・ゼロ実現へ　温暖化対策シンポ　RITE 最新の研究成果を報告 化学工業日報

2020.11.2 血友病治療薬に大賞を授与　バイオインダストリー大賞　奨励賞にバイオマスプラも 包装タイムス

2020.11.7 「脱炭素社会の先導役に」　下京 RITE設立30年で講演 京都新聞

2020.11.9 循環炭素社会への挑戦③　CO2分離＜上＞日本の技術に競争力 化学工業日報

2020.11.10 循環炭素社会への挑戦④　CO2分離＜中＞50年には1000円以下に 化学工業日報

2020.11.11 循環炭素社会への挑戦⑤　CO2分離＜下＞次世代技術の開発も進展 化学工業日報

2020.11.26 【風雲「究」】２０５０　温室ガスゼロの実現性　地球環境産業技術研究機構主席研究員・秋元圭吾氏 産経新聞

2020.12.3 カテコールを発酵生産　RITE 持続可能な香料原料 化学工業日報

2020.12.15 RITE「革新的環境技術シンポ」　50年までに社会実装狙う　大気中からCO2回収し燃料合成　非可食植物で海洋分解ポリマー 化学工業日報

2020.12.15
RITE設立30周年記念講演・祝賀会を開催

「2050年まで温室効果ガス100％削減目標達成にはCCSが必須の技術」　松岡京大名誉教授
ガスレビュー

2020.12.28
経済教室　温暖化ガス実質ゼロの論点（上）「地中貯留」促進へ官民組織を

茅陽一・東京大学名誉教授、山口光恒・地球環境産業技術研究機構参与
日本経済新聞
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リンクをクリックすると RITEウェブサイトの該当ページが開きます。 

特許紹介 

⚫ 二酸化炭素分離・回収技術関連分野 

⚫ 二酸化炭素圧入関連分野 

⚫ バイオリファイナリー関連分野 

https://www.rite.or.jp/results/patent/
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